
職員の給与・手当特別職の報酬
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普通会計歳出額（Ａ） 43,127,087千円

人件費（Ｂ） 7,523,218千円

人件費率（Ｂ /Ａ） 17.4 ％
※普通会計とは、一般会計と福祉バス事業特別会計を合
　わせたものです

人件費（令和5年度普通会計決算）

手
当 内容・支給単価（月額） 支給実績（年額）

扶
養

配偶者
配偶者以外（１人につき）
　子
　子（16～ 22 歳）
　父母等

6,500円

10,000円　
5,000円
6,500円

91,489千円
（244,623円）

住
居

家賃 16,000円以上支払っている
借家居住者（上限 28,000 円）

43,652千円
（250,871円）

通
勤

交通機関等利用者
　運賃等相当額（上限 55,000 円）
自家用車等利用者
　通勤距離 2km以上で距離に
　応じて 2,000 ～ 31,600円

33,131千円
（51,525円）

※（）内は支給職員 1人当たり
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人事課　28-6004

問い合わせ先

一般職の
部門別職員数（令和6年4月1日現在）

職員数

その他の手当（令和5年度決算）

給料（月額） 期末手当

市　長 950,000円
支給割合
3.40月分副市長 700,000円

教育長 617,000円
※令和6年4月1日現在

市長・副市長・教育長の給料など

議長・副議長・議員の報酬など

報酬（月額） 期末手当

議　長 481,000円
支給割合
3.40月分副議長 424,000円

議　員 391,000円
※令和6年4月1日現在

職員数（Ａ） 764人

給
与
費

　給料 2,918,329千円

　職員手当 585,960千円

　期末・勤勉手当 1,161,865千円

　合計（Ｂ） 4,666,154千円

1 人当たり給与費（Ｂ /Ａ） 6,108千円
※職員数は、普通会計から人件費が支出されている令和
　5年4月1日現在の人数です
※職員手当には、退職手当は含まれていません

職員給与費（令和5年度普通会計決算）

区分 四国中央市 国

一般行政職
大学卒 196,200円

同左
高校卒 166,600円

初任給（令和6年4月1日現在）

支給実績 220,633千円

支給職員 1人当たり
平均支給年額 356千円

時間外勤務手当（令和5年度決算）

1 人当たり平均支給額 1,542千円

支給割合
期末手当 2.45月分（1.375）

勤勉手当 2.05月分（0.975）
※国の制度と同じ
※（）内は、再任用職員の支給割合

期末手当・勤勉手当（令和5年度決算）

支給実績 11,602千円

支給職員 1人当たり
平均支給年額 66,678円

職員全体に占める
手当支給職員の割合 20.0 ％

※救急業務手当、火災業務手当など

特殊勤務手当（令和5年度決算）

区分 自己都合 勧奨・定年

勤続 20年 19.67月分 24.58688月分

勤続 25年 28.04月分 33.2708月分

勤続 35年 39.758月分 47.71月分

最高限度額 47.71月分 47.71月分

定年前早期退職特例措置 2～ 20％加算
※定年前早期退職特例措置を除き、国の制度と同じ
　（国の定年前早期退職特例措置：2～ 45％加算）

退職手当（令和5年度支給率）

一般行政職
平均年齢 平均給料（月額）平均給与（月額）

43.8歳 334,519円 400,770円

技能労務職
平均年齢 平均給料（月額）平均給与（月額）

52.1歳 301,033円 309,147円
※平均給料（月額）は、令和 6年 4月1日現在の職種ご
　との基本給平均
※平均給与（月額）は、給料（月額）と毎月支払われる
　扶養手当、住居手当、通勤手当、管理職手当、時間外
　勤務手当などの全ての諸手当の額を合計したものです

平均年齢、平均給料・給与（月額）

大学卒 高校卒

経験年数 10年 260,175円 232,500円

経験年数 20年 346,607円 304,120円

経験年数 25年 374,443円 362,733円

経験年数 30年 393,967円 373,783円
※令和6年4月1日現在

経験年数・学歴別平均給料（月額）
一般行政職の

役職別職員数（令和6年4月1日現在）
主事
254人（28.5％）

主任・主査
138人（15.5％）

係長
214人（24.0％）

課長補佐
215人（24.1％）

課長
59人（6.6％）

部長・局長
11人（1.3％）

職員数の推移（各年4月1日現在 /全職員）
877人

R4

548

91
129
109

871人

R5

544

92
128
107

882人

R2

554

88
124
116

875人

R3

553

85
124
113

891人

R6 年度

559

91
131
110 公営企業等会計

消防
教育

一般行政

部門 区分 職員数（人） 前年比

普
通
会
計

議会 7 -

総務 168 13

税務 28 3

民生 216 2

衛生 38 △ 3

農林水産 29 -

商工 20 2

土木 53 △ 2

教育 91 △ 1

消防 131 3

小計 781 17

公
営
企
業
等
会
計

診療所 2 -

水道 28 -

下水道 10 -

その他 70 3

小計 110 3

合計 891 20
※その他は、介護保険事業、国保事業などの職員数
※主な増員・減員の理由：事務事業の見直しなどによる

年齢別職員構成（令和6年4月1日現在）

20 代
174人（19.5％）

30代
156人（17.5％）40代

275人（30.9％）

50代
269人（30.2％）

10代
5人（0.6％）

60代
12人（1.3％）

職員数
891人

職員数
891人


